
平成１１年(ワ)第２５７４号損害賠償請求事件
口頭弁論終結日　平成１３年３月１日
                    判        決
              原            告　　　株式会社京都西川
              訴訟代理人弁護士　　　小  野  誠  之
              被            告　　　カネヨウ株式会社
              訴訟代理人弁護士　　　米  田  宏  己
              同　　　              西    　信  子
              同　　　              山  崎  邦  夫
              同　　　              石  川  直  基
              被            告　　　中浜商事株式会社
              訴訟代理人弁護士　　　大  脇  保  彦
              同　　　              神  谷  明  文
                    主        文
  １　被告らは，連名で，別紙目録(一)記載の新聞に同目録記載の広告を掲載せ
よ。
  ２　被告らは，原告に対し，連帯して３７２万８３１６円及びこれに対する平成
１１年１０月２１日（訴状送達の日の翌日）から支払済みまで年５分の割合による
金員を支払え。
  ３　被告中浜商事株式会社は，別紙目録(二)記載の商標を付して寝具類（寝台を
除く。）を販売してはならない。
  ４　被告中浜商事株式会社は，別紙目録(三)記載の毛布を廃棄せよ。
  ５　原告のその余の請求をいずれも棄却する。
  ６　訴訟費用はこれを２分し，その１を原告の負担とし，その余を被告らの負担
とする。
  ７　２項は仮に執行することができる。
                    事実及び理由
第１　請　求
  １　主文１，３，４項同旨
  ２　被告らは，原告に対し，連帯して８７８万９２８６円及びこれに対する平成
１１年１０月２１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
第２　事案の概要
  １　事案の要旨
  　　本件は，原告が，被告カネヨウ株式会社（以下「被告カネヨウ」という。）
は，原告の登録商標あるいは原告の周知商品表示を付し，原告の商品形態を模倣し
た毛布を輸入し，被告中浜商事株式会社（以下「被告中浜商事」という。）に販売
し，被告中浜商事はこれを小売業者等に販売したとして，①被告らに対し，商標法
３９条，特許法１０６条及び不正競争防止法２条１項１号，３号，７条に基づき連
名での謝罪広告と，商標権侵害に基づく損害賠償（得べかりし利益の喪失）として
商標法３８条１項に依拠して３７８万９２８６円，不正競争防止法４条に基づく損
害賠償（信用毀損等）として５００万円及びこれらに対する訴状送達の日の翌日で
ある平成１１年１０月２１日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延
損害金の支払を求め，②被告中浜商事に対し，商標法３６条１項に基づき，原告の
登録商標を付した寝具類の販売の停止，同条２項，不正競争防止法２条１項１号，
３号，３条２項に基づき別紙目録(三)記載の毛布１，２（以下「本件毛布１」「本
件毛布２」という。）の廃棄を求めた事案である。
  ２　基本的事実関係
    (1)　当事者（争いがない。）
    　　原告は，毛布・布団類の製造・販売，繊維製品輸出入等を業とする会社で
ある。
    　　被告カネヨウ（下記行為時の商号兼松羊毛工業株式会社）は，布団，布団
地及び布団わたの販売等を業とする会社であり，筆頭株主は兼松株式会社（以下
「兼松」という。）である。
　　　　被告中浜商事は，寝具及び室内装飾品卸業等を業とする会社である。
    (2)　原告の商標権（甲５，６）
    　　原告は以下の商標権を有している（以下「本件商標権」といい，その登録
商標を「本件登録商標」という。）。
    　　登録番号　　第２０２３０９３号



        出願日      昭和６１年２月２７日（出願番号　昭６１－０１９６２９）
    　　登録日      昭和６３年２月２２日
        更新登録日　平成１０年３月１０日
    　　商品の区分  第１７類
    　　指定商品    寝具類（寝台を除く。）
    　　登録商標    別紙目録(二)記載のとおり
    (3)　原告の販売商品（甲１９，２０）
    　　原告は，別紙目録(四)３のラベル（以下「原告ラベル１」という。）を付
した同目録１，２のマイヤー合せ綿毛布（柄番号ＥＲ２００００－Ⅱ。以下「原告
毛布１」という。）を平成８年４月以降平成１０年６月３０日まで販売していた。
なお，原告商品１の衿仕様は同目録４のとおりである。
    　　また，原告は，別紙目録(四)５のラベル（以下「原告ラベル２」とい
う。）を付したプリント綿毛布（柄番号ＦＵ－１００。以下「原告毛布２」とい
う。）を平成８年度から平成１０年３月３０日にかけ販売した。
    (4)　被告らの行為
    　ア　被告カネヨウは，被告中浜商事の発注書（乙２）に基づき，「品番２０
０００のマイヤー合せ綿毛布」２５００枚，「品番ＦＵ－１００のプリント綿毛
布」５０００枚につき，中国のルーガオ市対外貿易公司（以下「公司」という。）
からの輸入者として，株式会社東京三菱銀行に信用状を発行してもらい，送り状
（インボイス），船荷証券，梱包明細書でもこれらの商品の輸入者ないし荷受人と
して記載されている。売買契約書（乙３の１・２）上でも被告中浜商事ではなく被
告カネヨウが買主と表示されている。税関手続においても，被告カネヨウが輸入者
として扱われている。被告カネヨウは，銀行を通じ公司に代金を支払った（以上に
つき乙１ないし１５〔枝番含む。〕，証人Ａ）。
    　イ　被告中浜商事は，被告カネヨウに対し，被告カネヨウが公司に支払った
代金に為替レートを乗じたものにさらに１割を加えた額を支払った上で，本件毛布
を引き取り，これらの商品を販売した。販売数量は，「品番２００００のマイヤー
合せ綿毛布」については２４６９枚（後に２７６枚回収），「品番ＦＵ－１００の
プリント綿毛布」については４９４０枚（後に１２９５枚回収）である（証人Ａ，
被告中浜商事代表者）。
    　ウ　上記ア，イの「品番２００００のマイヤー合せ綿毛布」は，別紙目録
(三)(2)のラベル（以下「本件ラベル１」という。）を付した同目録(1)(3)の毛布で
あり（以下「本件毛布１」という。），その衿仕様は同目録(4)のとおりである。ま
た，本件毛布１の縫込ラベルの表表示は同目録(5)，裏表示は同(6)のとおりであ
る。
    　　　同じく「品番ＦＵ－１００のプリント綿毛布」は，同目録(三)(8)のラベ
ル（以下「本件ラベル２」という。）を付した同目録(7)の毛布（以下「本件毛布
２」という。）である（以下「本件毛布２」という。）。また，本件毛布２の縫込
ラベルの表表示は同目録(9)，裏表示は同(10)のとおりである。
    　　　本件毛布１は原告毛布１を，本件毛布２は原告毛布２を模倣して中国で
製造されたものである（甲１５，１９）。
  ３　争　点
    (1)　原告ラベル１，２に付されている「西川」を図案化したマーク（以下「西
川マーク」という。）及び「ＫＹＯＴＯ　ＮＩＳＨＩＫＡＷＡ」の表示（以下「ロ
ーマ字表示」という。）は原告の商品表示として周知性を有しているか。
  　(2)　被告カネヨウの行為が本件毛布１，２の「輸入」に該当するか。
    (3)　被告らの輸入・販売に当たっての故意・過失の有無。被告カネヨウについ
ては，重過失の有無（不正競争防止法１１条１項５号）。
    (4)　被告らに損害賠償義務が認められた場合，賠償すべき額。信用回復の措置
の要否。
第３　争点に関する当事者の主張
  １　争点(1)（原告ラベル１，２に付されている西川マーク及びローマ字表示は原
告の商品表示として周知性を有しているか。）について
    【原告の主張】
      甲１２，１３の各1ないし13により商品表示としての周知性は明らかである。
  ２　争点(2)（被告カネヨウの行為が本件毛布１，２の「輸入」に該当するか。）
    【被告カネヨウの主張】
    　　被告カネヨウは，被告中浜商事の依頼により，本件毛布の輸入代行をして



いるのみであり，輸入をしているわけではない。
    (1)　被告カネヨウの輸入代行は，あくまで被告中浜商事への金融であり，被告
カネヨウ自身が，本件毛布を契約当事者として国内市場の流通に置くものではな
い。契約当事者として本件毛布を流通市場に置くのは，被告中浜商事である。
    (2)　被告中浜商事の被告カネヨウに対するＬＣ開設依頼は，被告中浜商事と輸
出者の売買契約ごとに行われ，被告中浜商事が被告カネヨウに対し，売買契約書を
添えて，発注書を提出して行われる。
    【原告の主張】
    　被告カネヨウが輸入をしたことは明らかであり，被告ら間でいかなる取引関
係にあるかは，原告に対しては無関係である。
  ３　争点(3)（被告らの故意・過失の有無。被告カネヨウの重過失の有無。）につ
いて
    【原告の主張】
    　以下のとおり，被告らに過失及び重過失が存することは明白である。
    (1)　原告と兼松間の取引において，原告毛布１の柄が原告指定のオリジナルな
ものであり，かつ，本件登録商標を付したものであり，原告以外に輸入・販売しな
いことは明らかな合意事項であった。
    (2)　日本国内においては，原告製造にかかる毛布その他の寝具は，ブランド品
として周知のところである。したがって，西川マーク及びローマ字表示の付された
商品について，原告を経由することなく中国の企業から直接輸入・購入することが
できないのも業界の常識である。本件毛布１，２の輸入価格・販売価格は，原告毛
布１，２と比較して著しく低い。また，品質も原告毛布１，２と比較すれば劣悪で
あることが容易に判明し得たものである。
    【被告カネヨウの主張】
    　以下のとおり，被告カネヨウは，本件毛布１，２について，真正品でないこ
とを知るべき状況にはなかった。
    (1)　販売確認書（乙１）でも発注書（乙２）でも，該当商品の特定は，本件毛
布１につき，品番「２００００」，品名及び規格「マイヤー合せ綿毛布１４０×２
００ｍ，１．４０㎏」，数量２５００枚，本件毛布２につき，品番「ＦＵ－１０
０」，品名及び規格「プリント綿毛布１４０×２００ｍ，１．２㎏」，数量５００
０枚という形でされており，本件登録商標や西川マーク，ローマ字表示，さらに本
件毛布１，２の形態を推測させるような記載は一切ない。
    (2)　送り状（乙４，５，８，１２，１３の各1・2），梱包明細（乙６，７，１
０，１１，１４，１５の各1・2）の記載も同様である。
    【被告中浜商事の主張】
    　被告中浜商事に侵害行為があるとしても，それは故意にしたものではない。
    　すなわち，公司は，かつて被告中浜商事に対しいわゆるＢ品を売りつけた穴
埋めとして，原告商品を買ってほしい旨の申し入れをしてきたのであるが，これ
は，被告中浜商事と公司の信頼関係はなお失われていない状態での申し入れであっ
た。したがって，被告中浜商事として，今度は真正商品を送ってくると信じるにつ
いて相当の理由があった。
  ４　争点(4)（被告らに損害賠償義務が認められた場合，賠償すべき額。信用回復
の措置の要否。）について
    【原告の主張】
    (1)　逸失利益
    　　原告毛布１についての単位数量あたりの利益（国内販売価格－仕入価格－
物流経費）は１００７円であり，これを本件毛布１の販売数に乗じた額が損害とな
る。
    　　同様に，原告毛布２についての単位数量あたりの利益は４１７円であり，
これを本件毛布２の販売数に乗じた額が損害となる。
    (2)　実施料相当損害
    　　原告は実施料相当損害も請求する。
    (3)  信用毀損による損害
    　　以下のとおり，本件毛布１，２は劣悪品であり，これが原告の製品として
消費者間に広範に出回ったことによる信用の毀損や弁護士費用等の負担による損害
は少なくとも５００万円に及ぶ。
    　ア　原告毛布１の衿は三重に縫製されているが，本件毛布１の衿は二重であ
る。また，原告毛布の平均重量は１６１７グラムであるが，本件毛布１について９



枚の平均重量を計測したところ１５０１グラムであった（５パーセント程度のばら
つきは避けられないものの，重量は毛布の品質に直接かかわる要素である。）。原
告ラベル１の材質はアセテートであるが，本件ラベル１の材質はポリエステルであ
る。
    　イ　原告毛布２の重量は１３００グラムの仕様であったが，原告保管にかか
る本件毛布２の重量は１１６０グラムである。
    　ウ　被告中浜商事は，原告が，本件毛布２の品質に劣る（重量の軽い）プリ
ント綿毛布の販売をしている（丙１ないし３）旨主張するが，原告は多種類のグレ
ードの異なる規格品を販売しており，丙１ないし３は，原告毛布２とはグレードが
異なり，柄で区別されているものである。
    (4)　信用回復の措置
    　　本件毛布１，２の回収は一部にとどまっており，被告中浜商事は販売先の
開示を拒絶している状況であり，上記のとおり劣悪な本件毛布１，２が原告の製品
として一般消費者に販売されたことによる原告の信用の毀損は著しく，また販売先
の開示の拒絶により信用回復の道が閉ざされていることから，謝罪広告が必要であ
る。
    【被告カネヨウの主張】
    　平成１０年度に日本に輸入された起毛毛布（原告毛布１はこれに属する。）
は約５０２万枚（乙１８），綿プリント毛布（原告毛布２はこれに属する。）は約
４７１万枚である（乙１７）。
    　これらを合計すれば約９７３万枚であり，このような市場規模のもとで，合
計６０００枚程度本件毛布１，２が流通したとしても，その影響は微少であり，謝
罪広告の必要はない。
    【被告中浜商事の主張】
    (1)　本件毛布１，２が劣悪品というのは当たらない。
    　ア　本件毛布１，２について消費者からの苦情があったわけではない。
    　イ　原告毛布１と被告毛布１の重量差は１１６グラムであり，衿が二重であ
ることによる重量差と思われる。そして，この１１６グラムという数値は，原告毛
布１の平均重量１６１７グラムの５パーセントである８０．８５グラムと大差な
い。
    　ウ　原告は，本件毛布２の品質に劣る（重量の軽い）プリント綿毛布の販売
をしており（丙１ないし３），本件毛布２の販売によりブランドイメージが傷つけ
られたことはない。
    　　　原告は，丙１ないし３のプリント綿毛布は，原告毛布２とはグレードが
異なる旨主張するが，原告毛布２の小売価格は２０００円から２９８０円くらいで
あると思われ，２０００円で売られていた丙３の真正商品と大差はない。
    (2)　原告は本訴提起前に，新聞社，特に業界紙に本件訴訟に関する情報を提供
し，記事を掲載させた。見出しには「商標権を侵害」などと記載されており，事実
上の信用回復措置は行われたといってよい。
    (3)　被告中浜商事は，原告からの問い合わせに対し，原告の知らない情報も含
めて開示してきた。取引先を明らかにしなかったのは，原告が本件毛布１ないし２
を取り扱ったみつる株式会社（以下「みつる」という。）及び株式会社ナイト（以
下「ナイト」という。）を犯人扱いして詰問したので，自己の取引先に同種の迷惑
がかかることをおそれたためである。
    (4)　本件毛布１，２の販売による影響が大きいとはいえないことは，被告カネ
ヨウの主張のとおりである。
第４　争点に対する判断
  １　争点(1)（原告ラベル１，２に付されている西川マーク及びローマ字表示は原
告の商品表示として周知性を有しているか。）について
　　(1)　証拠（甲１，１２，１３の各1ないし13，１９，証人Ｃ）及び弁論の全趣
旨によれば，以下の事実が認められる。
　　　ア　原告の前身は，１５６６年（永禄９年）創業の西川甚五郎商店であり，
法人設立も昭和１６年に遡り，現在の資本金は９億円である。なお原告の関連会社
として株式会社大阪西川（本店大阪市。以下「大阪西川」という。），西川産業株
式会社（本店東京都。以下西川産業」という。）があり，いずれも寝具類を取り扱
い，創業者である西川本家が資本を掌握している。
      イ　「西川」の表示自体，「ふとんの西川」として寝具業界では原告ないし
これと関連会社を一体としてみた西川グループの商品表示として周知性を有してい



る。
      ウ　原告は，「西川」の表示を図案化した西川マークについては昭和４８年
１１月ころから，原告商号をローマ字化したローマ字表示については昭和５８年２
月ころから原告製造販売にかかる毛布・布団類に使用すると共に，新聞，雑誌，カ
タログ等に掲載して日本全国にわたり宣伝広告してきた。
      エ　西川マークについては，西川産業が商標登録を受けるとともに，原告・
大阪西川・西川産業で構成する商標管理委員会において管理している。
    (2)　上記認定事実に照らせば，ブランド名が取引上重要な位置を占める寝具業
界において，「西川」の表示から容易に想起することのできる西川マークやローマ
字表示が，遅くとも本件で問題となる被告らの行為より前に原告の商品表示として
周知性を取得していることは優に認定することができるというべきである。
  ２　争点(2)（被告カネヨウの行為が本件毛布１，２の「輸入」に該当するか。）
について
    (1)　商標法２条３項２号，不正競争防止法２条１項１号・３号にいう「輸入」
とは，「外国から本邦に到着した貨物又は輸出の許可を受けた貨物を本邦に引き取
ること」をいうと解されるところ（関税法２条１項１号），「譲受」と必ずしも一
致するものではない。
    (2)　前記「基本的事実関係」(4)ア，イ記載の事実関係からすれば，被告カネ
ヨウは，公司との売買契約における買主とされ，貿易書類上も輸入者ないし荷受人
とされ，税関手続上も輸入者として扱われているのであるから，本件毛布１，２の
本邦への引取人であり，輸入者であると認めるほかはない（被告中浜商事は，被告
カネヨウに対する発注者であるとしても，貿易書類上及び税関手続上，輸入者たる
地位にはない。また，被告中浜商事は，被告カネヨウに対し，被告カネヨウが公司
に支払った代金に為替レートを乗じたものにさらに１割を加えた額を支払うことを
要するものであるところ，被告カネヨウとしてはこの代金確保をする必要があるか
ら，実際上も，日本における受取りは，上記記載の各種書類のとおり，まず被告カ
ネヨウがしているはずである。）。
    (3)　被告カネヨウは，同被告の行為は輸入代行であり，あくまで被告中浜商事
への金融である旨主張するが，被告ら間の取引の経済的背景・実体はどうあれ，本
件毛布の引取行為の主体は被告カネヨウであると認めるほかないことは上記のとお
りであるから，被告カネヨウの主張は理由がない。
  ３  争点(3)（被告らの故意・過失の有無。被告カネヨウの重過失の有無。）につ
いて
　　　商標権侵害については過失が推定されるところであるが（商標法３９条によ
る特許法１０３条の準用），以下に認定するとおり，被告らにはこれを覆すに足り
る事情はない。さらに，不正競争防止法関係においても，被告カネヨウについては
重過失がないとは認められず，被告中浜商事については故意が認められるというべ
きである。
    (1)　被告カネヨウについて
    　　被告カネヨウは，本件毛布１，２を輸入するに際し，全くその内容を確認
していない（証人Ａ）。
    　　被告カネヨウは，販売確認証（乙１，３の１），発注書（乙２），送り状
（乙４，５，８，１２，１３の各1・2），梱包明細（乙６，７，１０，１１，１
４，１５の各1・2）には，本件登録商標や西川マーク，ローマ字表示，さらに本件
毛布１，２の形態を推測させるような記載はない旨主張するが，輸入に際し目的物
の内容すら確認せず，それ故に登録商標を認識していないなどとして責任が軽減さ
れるというのは全くの背理であり，むしろ著しく注意を欠いたものとして，それ自
体重過失を基礎づけるものというべきである。
    (2)　被告中浜商事について
    　　被告中浜商事は，公司がかつて被告中浜商事に対し，いわゆるＢ品を売り
つけた穴埋めとして，原告商品を買ってほしい旨の申し入れをしてきたものであ
り，被告中浜商事と公司の信頼関係はなお失われていない状態での申し入れだった
のであるから，被告中浜商事として，今度は真正商品を送ってくると信じるについ
て相当の理由がある旨主張し，被告中浜商事代表者は，本人尋問において，同旨の
供述をする。
    　　なるほど，丙９ないし１１（公司から被告中浜商事へのファックス送信文
書）には，公司の被告中浜商事への提案として，被告中浜商事が公司から原告の毛
布を購入したら，以前のＢ品販売の代償金と思われる６０００ドルを代金から差し



引く旨の記載がある。しかしながら，Ｂ品を売りつけるような企業による代替品の
申し出は，それ自体正規品でないことを強く疑わせるものである。また，原告毛布
１，２は原告において日本向けの商品をコスト削減のために中国で生産しているも
ので，中国での流通が予定されていないものであり（証人Ｃ），公司から被告中浜
商事に送られてきたファックスにあるラベル（本件ラベル２と思われる。）には
「アースバードコットンブランケット」「中国製」などと日本語で記載されてお
り，公司が正規のルートで本件毛布１，２を取得し販売しようとしているものでな
いことは明白である。被告中浜商事代表者は，本人尋問において，本件毛布１，２
が少なくとも正規の工場で生産されたものであると思っていた旨供述するが，仮に
そうであったところで，その認識はライセンス工場の横流し品との認識であり，真
正商品の並行輸入との認識ですらないというべきである（真正商品の並行輸入とし
て違法性が阻却されるには，これが商標権者など権利者によって，あるいはその適
法な許諾のもとで流通に置かれることを要する）。
    (3)　本件毛布１，２の外観上も，①原告毛布１，２は原告ラベル１，２によっ
て繊維品質表示規定を満たしているので裾ヘム縫込ラベルは縫着していないのに，
本件毛布１，２は裾ヘム縫込ラベルを縫着している，②本件毛布１の裾ヘム縫込ラ
ベルに表示されている番号（製造年月と生産工場の暗号）が，本件ラベル１と全く
異なる，③繊維製品の取扱いに関するＪＩＳ記号の数が本件毛布１，２の裾ヘム縫
込ラベルでは本件ラベル１，２より１つ少ない，④本件毛布１，２の裾ヘム縫込ラ
ベルでは検針欄，縫製責任者欄が空白になっている，⑤本件毛布１，２では西川マ
ークが手書きに近いようなものになっている，⑥本件毛布１，２には，その輸入・
販売当時必要なくなっていた品質表示責任者番号が印刷されている，⑦本件毛布２
の表示ラベルにはブランドネームを「アースバード」と表示している（甲１５の１
ないし20，１９，証人Ｃ，検証の結果）。したがって，専門業者である被告らは，
本件毛布の外観を検討すれば，真正商品ではないことに容易に気づくはずであった
といえる。このことも，被告カネヨウには重過失が，被告中浜商事には故意があっ
たことを裏付けるものといえる。
  ４　争点(4)（被告らに損害賠償義務が認められた場合，賠償すべき額。信用回復
の措置の要否。）について
    (1)　逸失利益について
        商標法３８条１項にいう「利益」の算定について，同項が権利侵害がなけ
れば権利者が得られたであろう逸失利益の額の主張立証を容易にするためにもうけ
られたことに照らせば，粗利益から，製造原価ないし仕入原価及び限界的な変動費
用のみを控除すれば足りると解するのが相当である。
    　　原告毛布１についての単位数量あたりの利益（国内販売価格３３１７円－
仕入価格２２１０円－物流経費１００円）は１００７円であり（甲１４），これを
中浜商事の本件毛布１の販売数（回収分を除く。）２１９３枚に乗じると，２２０
万８３５１円となる。
    　　同様に，原告毛布２についての単位数量あたりの利益（国内販売価格１６
７６円－仕入価格１１５９円－物流経費１００円）は４１７円であり（甲１４，２
０），これを本件毛布２の販売数（回収分を除く。）３６４５枚に乗じると，１５
１万９９６５円となる。
        以上を合計すると逸失利益は３７２万８３１６円である。
        これらについて被告らは共同不法行為者として賠償責任を負う。
    (2)　実施料相当損害について
    　　原告は実施料相当損害をも請求するが，実施料相当額について具体的な主
張立証をせず，これが(1)の逸失利益を超えるかどうかすら明らかでないので採用し
ない。
    (3)  信用毀損による損害及び信用回復の措置について
    　　被告らによる本件商標権侵害及び不正競争行為により，原告は信用毀損を
受けたとして，損害賠償の他に謝罪広告をも請求する。そこで，原告の受けた信用
毀損について，これが金銭賠償のみによっては，十分に救済されず，謝罪広告によ
らねば回復できない程度の損害をもたらしたかどうかを検討する。
    　ア　証拠（甲１５の1ないし10，１８，１９，証人Ｃ，検証の結果）によれ
ば，以下の事実が認められる。
        (ア)　原告毛布１の衿は三重に縫製されているが，本件毛布１の衿は二重
であり，三重の方が肩周りが暖かく，洗濯しても痛みにくい。原告毛布の平均重量
は約１６１７グラムであるが，本件毛布１について９枚の平均重量は原告の計測し



たところ約１５０１グラムであり，原告毛布２の重量は１３００グラムの仕様であ
ったが，原告保管にかかる本件毛布２の重量は１１６０グラムである。
        (イ)　原告の担当者Ｃ（以下「Ｃ」という。）は，平成１０年６月４日，
原告の九州地区営業担当副部長から，福岡のみつるが本件毛布１を原告のキャンセ
ル品として売っているとの情報を受け，同月１２日，みつるの仕入れ先であるナイ
トに問い合わせると，ナイトは，その仕入先から原告のキャンセル品である旨聞い
ていると答えた。Ｃは，同年８月３１日，みつるの担当者と面談したところ，同担
当者は，原告の毛布を正規ルート以外で入手することが困難であることを知ってい
たが，ナイトから中国産の原告の綿毛布があるので買わないかとの連絡がありこれ
に応じた旨回答した。そして，Ｃは，同年１１月１３日，ナイトの代表者と面談し
たところ，ナイトの仕入先が被告中浜商事であることが判明した。その後，原告と
被告中浜商事の間で交渉が行われたが，被告中浜商事は販売先名の開示には応じな
かった。
          　なお，原告は，模倣品が流通したことから，同年６月３０日をもって
本件毛布１の追加注文を打ち切らざるを得なかった。
        (ウ)　本件毛布１，２の販売先は九州から東北の幅広い地域に及んでい
る。
        (エ)　本件毛布１の被告中浜商事からナイトへの売却価格は，１枚１９８
０　円，ナイトからみつるへの売却価格は１枚２１３０円，九州地方での小売価格
は２枚３５００円ないし４２００円である。一方，原告毛布１，２の原告から取引
先への平均販売価格は，前記のとおり，それぞれ１枚３３１７円，１６７６円であ
る。
    　イ　上記認定事実によれば，本件毛布１，２は原告毛布１，２に比べ品質に
おいて劣るといわざるを得ないところ（なお，被告中浜商事は，原告が，本件毛布
２の品質に劣る《重量の軽い》プリント綿毛布の販売をしていると主張し，これを
裏付ける証拠として，丙１ないし３を提出するが，証人Ｃの証言によれば，原告は
柄毎にグレードの異なる多種類の規格品を販売しており，丙２，３該当の毛布と原
告毛布２とはグレードが異なり，柄で区別されることが認められるから，同被告の
上記主張は採用できない。），被告らの重過失あるいは故意に基づく輸入，販売行
為により，原告毛布１，２より品質の劣る本件毛布１，２が，原告毛布１，２のキ
ャンセル品であるとして安価で流通していることになる。
    　　　そうすると，原告は，キャンセル品を流通させているという評判の流布
自体により，信用を著しく傷つけられたといえる。さらに，被告中浜商事が販売者
名を明かさないことから，原告は，流通先に対して，信用回復のための具体的行動
をとることができない事態にあるといえる。
    　　　以上のことからすれば，本件については，原告の信用毀損の回復のため
には，金銭賠償では十分ではなく，謝罪広告を認めるのが相当であるといえる。し
かし，また，これにより原告の信用は回復されることから，金銭賠償を同時に認め
る必要はない。
      ウ　被告らは，平成１０年度に日本に輸入された起毛毛布は約５０２万枚，
綿プリント毛布は約４７１万枚であり，これらを合計すれば約９７３万枚であると
ころ，このような市場規模のもとで，合計６０００枚程度本件毛布１，２が流通し
たとしても，その影響は微少であり，謝罪広告の必要はない旨主張するが，本件毛
布１，２の流通による影響を計る母体として日本に輸入された起毛毛布と綿プリン
ト毛布の合計による根拠が全く不明であるから採用の限りでない。
    　　　被告中浜商事は，原告が本訴提起前に，新聞社，特に業界紙に本件訴訟
に関する情報を提供し，記事を掲載させ，見出しには「商標権を侵害」などと記載
されていることをもって，事実上の信用回復措置は行われた旨主張するが，上記報
道はあくまで訴訟提起に関する事実報道にすぎない上，被告中浜商事が関与してい
ることを知らない末端の小売店にまで事情を明確にする必要性も認められるから，
なお謝罪広告を要するものというべきである。
      　　被告中浜商事は，また，販売先を明かさないのは原告がみつるやナイト
を犯人扱いしたので他の取引先に迷惑がかからないようにするためである旨主張す
るが，上記の経緯からみて，原告が本件毛布１，２の流通ルートを調査したのは当
然であって，同被告の上記主張のごとき理由は，謝罪広告の必要性を否定する事由
とはならない。
  ５　結　論
      よって，原告の請求は主文の限度で理由がある。
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